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第１章 基本的な考え方 

１．地方創生に取り組む意義 
 

（１）長期的展望で人口減少と地域経済の縮小を克服すること 

 我が国では 2008 年（平成 20年）をピークにすでに人口減少の局面に入っている。加え

て、地方と東京圏の経済格差拡大等が、若い世代の地方からの流出と東京圏への一極集中

を招いている。地方の若い世代が、過密で出生率が極めて低い東京圏をはじめとする大都

市部に流出することにより、日本全体としての少子化、人口減少につながっている。 

人口減少は、地域経済に消費市場の規模縮小だけではなく、深刻な人手不足を生み出し

ており、それゆえに事業の縮小を迫られるような状況も広範に生じつつある。こうした地

域経済の縮小は、住民の経済力の低下につながり、地域社会の様々な基盤の維持を困難に

させている。このまま地方が弱体化すれば、地方からの人材流入が続いてきた大都市もい

ずれは衰退し、競争力が弱まることは必至である。東京圏においても、長期的展望で人口

減少を克服し、地方創生を成し遂げるため、人口、経済、地域社会の課題に対して一体的

に取り組むことが重要である。 

 

 

（２）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指すこと 

地方創生は、「ひと」が中心であり、長期的には、「ひと」をつくり、その「ひと」が「し

ごと」をつくり、「まち」をつくるという流れを確かなものにしていく必要がある。その上

で、現在の課題の解決に当たって重要なのが、負のスパイラル（悪循環の連鎖）に歯止め

をかけ、好循環を確立する取組である。「東京在住者の今後の移住に関する意向調査（2014

年（平成 26 年）、内閣官房）」結果によれば、東京都から移住する予定又は移住を検討した

いと思っている人は約４割（うち関東圏以外の出身者では約５割）で、移住する上での不

安や懸念点として「働き口が見つからないこと」「日常生活や公共交通の利便性」が比較的

多くなっている。 

悪循環を断ち切るには、地方に、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を

呼び込む好循環を確立することで、 地方への新たな人の流れを生み出すこと、その好循環

を支える「まち」に活力を取り戻し、人々が安心して生活を営み、子どもを産み育てられ

る社会環境をつくり出すことが急務である。このため、まち・ひと・しごとの創生に、同

時かつ一体的に取り組むことが必要である。 
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２．坂東市版総合戦略の趣旨 
 

（１）国のまち・ひと・しごと創生総合戦略との関係 

坂東市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、「坂東市人口ビジョン」で示した本市の将来

展望を踏まえ、国の「まち・ひと・しごと創生法」の規定により、国の『まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン』及び『まち・ひと・しごと創生総合戦略』を勘案し、本市におけ

るまち・ひと・しごとの創生に、同時かつ一体的に取り組むため、基本目標や施策の基本

的方向、具体的な施策をまとめたものである。 

 

（２）坂東市総合計画との関係 

平成 19 年度を初年度とする総合計画は、本市の目指す将来像と、一人でも多くの市民が、

住みよい、住み続けたいと思えるまちを実現するための施策の大綱を、長期的かつ総合的

な視野で策定している。平成 24年度からは後期基本計画に入り、これまでの課題に対し、

「安全・安心・協働のまちづくりプロジェクト」、「坂東っ子育成支援プロジェクト」、「活

力・にぎわい創生プロジェクト」の３つの柱を軸に戦略的なまちづくりを進めている。 

まちづくりを総合的かつ計画的に進めるための最上位の計画であり、これらのプロジェ

クトは坂東市まち・ひと・しごと創生総合戦略とも方向性を同じくすることから総合計画

に掲載された事業のうち、本計画の視点と合致するものを抜き出し、新規施策を追加して

策定するものとする。 

 

（３）「政策５原則」を踏まえた施策の推進 

国の総合戦略に盛り込まれている、地方振興政策の検証も踏まえた自立性、将来性、地

域性、直接性、結果重視の政策５原則のもとで取り組むものとする。 

 

＜国の掲げる政策５原則＞ 

（１）将来の地域の経済社会の自立と発展（自立性） 

（２）地域の夢を主体的に展望（将来性） 

（３）地域の実情や特色を客観的に踏まえる（地域性） 

（４）住産官学金労言が連携・一体となり集中的に進める（直接性） 

（５）施策効果・成果を客観的に検証（結果重視） 

 



 

3 

（４）策定に向けた取組体制 

まち・ひと・しごと創生法に基づき、坂東市まち・ひと・しごと創生総合戦略を市民の

意見を踏まえ組織的かつ総合的に策定するため、庁内では市長を本部長とした「坂東市創

生本部」及び各課長級職員で構成した「総合戦略専門部会」を設置した。 

また、計画内容に関する審議と提案を産・官・学・金・労に関する代表者で構成する「坂

東市まち・ひと・しごと創生有識者会議」及び「市議会」で行った。策定に当たっては総

合戦略に関する市民意識調査を行い策定の基礎資料としている。更に市民から広く意見を

聴取するためパブリックコメントを実施し、適宜計画への修正・反映を行った。 

 

   ＜策定体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

坂東市 

まち・ひと・しごと 

創生有識者会議 

創生本部 
本部長：市長 

副本部長：副市長 

本部員：庁議メンバー 

策定・審議 

総合戦略専門部会 

事務局：企画部企画課 

市議会 

市民 

NPO 

関係団体 

審議・提案 

効果検証 

意見聴取 

審議 

効果検証 

提案 
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（５）政策目標の設定とＰＤＣＡサイクル 

本市では、国と同様に、地域課題に基づく適切な短期・中期の政策目標を設定し、坂東

市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗を重要業績評価指標（Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍ

ａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ：ＫＰＩ）等で検証し、必要に応じて改善するＰＤＣＡ

サイクルを実施していく。策定後はデータ等による効果検証を行い、必要に応じて有識者

会議による評価・検証を実施し、改善を図っていくこととする。 

 

＜本計画における PDCA サイクルのイメージ＞ 

Plan Do Check Action 

創生本部、専門部会、

有識者会議、市議会

による論議、パブリ

ックコメントの意見

聴取を経て策定 

総合戦略に示した具

体的な施策、事業を

遂行 

重要業績評価指標

（KPI）等での検証 

 

評価結果を踏まえ、

必要に応じて施策の

見直しを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）計画期間 

坂東市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間は、平成 27 年度から平成 31年度の

５年間とする。なお、社会環境の変化、施策の進捗など状況変化があった場合は、必要に

応じて見直すものとする。 

  

Plan
(事業計画)

Do
(事業の実施)

Check
(点検・評価)

Action
（見直し・改善）
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第２章 基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
基本目標１ 本市における安定した雇用の創出 

 

基本目標２ 本市への新しいひとの流れをつくる 

 
基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとと

もに、地域と地域を連携する 
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第３章 施策の展開 

 

 

数 値 目 標 現状（基準値） 目標値（H31） 

雇用創出数 ― 
5 年間で 

３,０００人 

新規就農者数 ― ５年間で ５０人 

 

●本市のあらゆる産業分野において、付加価値が高く先進的かつ未来志向型の取組を支援

するとともに、本市への企業の誘致に取り組み、新たな雇用を創出して就労人口を増加

させる。 

●本市の基幹産業である農業においては、担い手の確保や育成を図りながら、農地の集積

を進めて生産性の向上を図るとともに、商業、工業、サービス業など産業分野全般と連

携しながら、６次産業化の取組を推進する。 

 

 

 

① 企業誘致の推進《企画部（特定事業推進課）》 

本市では、２か所の工業団地を中心に企業の立地が進んでおり、現在、「沓掛工業団地」に

は５社が立地、「つくばハイテクパークいわい」は１５社に分譲済みで、残分譲地は１区画と

なっている。残分譲地については、早期の企業立地に向けて、今後も積極的な企業誘致を推進

する。 

また、圏央道坂東インターチェンジ周辺に整備中の「坂東インター工業団地」への企業誘致

を推進し、雇用の拡大を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■工業団地への企業立地数 

（Ｈ２６）１９社 ⇒ （Ｈ３１）３５社 

具体的な事業 

圏央道ＩＣ整備効果を生かした坂東インター工業団地の整備 

弓田地区工業団地の開発（オーダーメイド方式） 

工場誘致奨励金事業 

効果的なＰＲ活動による企業誘致の推進 
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② 商工業振興対策の充実《産業経済部（商工観光課）》 

  市内商工業者の経営の安定化と、経営改善事業による継続的な支援を推進するととも

に、異業種間交流の促進と地域連携による新たな商品の開発、新産業を創出する取り組

みを支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■市内事業所数 （現状規模を維持） 

（Ｈ26）２,７２９事業所※ ⇒ （H31）２,７５０事業所 

具体的な事業 

住宅リフォーム資金助成事業による市民の消費促進と市内商工業者

の振興 

中小企業事業資金保証料補給事業による中小企業者の経営の安定化 

自治金融預託金事業による小規模事業者の経営の安定化 

事業所交流会「月見の茶会」による異業種間交流の促進と地域産業

の連携による新たな付加価値の創出 

※平成 26 年経済センサス-基礎調査より 

 

③ 多用な働き方の推進《企画部（企画課・市民協働課）・産業経済部（商工観光課）》 

在宅勤務支援の取組みの相談窓口を設置し、事業者からの相談を受け多様な働き方の普及と

推進を図る。また、市内の空き店舗や公共施設の空きスペースなどを利用して、都市部にある

企業のサテライトオフィスの誘致を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■（仮称）在宅勤務支援相談窓口利用者数 

（Ｈ２６）未設置 ⇒ （Ｈ３１）５人 

具体的な事業 

サテライトオフィス誘致の推進 

テレワーク推進事業 

多用な働き方を可能とするＩＣＴ基盤整備 

在宅勤務支援相談窓口の設置 

 

④ 市内就労の支援 

《総務部（総務課）・企画部（特定事業推進課）・産業経済部（商工観光課）》 

市内へのＵＩＪターンを促進するため、雇用の支援を行う。企業等と連携し、求人情報の発

信を強化し、学生に対しても市役所が率先してインターンシップ受け入れを行う。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■雇用促進セミナー等参加者数 

（Ｈ２６）３１１人 ⇒  （Ｈ３１）４００人 

具体的な事業 

企業誘致による雇用の拡大 

関係機関、市内企業などと連携した求人情報の提供、求職セミナー

などの開催 

学生を受け入れた「坂東市役所インターンシップ」の実施 

市内企業インターンシップの推進 
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⑤ 創業支援の推進《産業経済部（商工観光課）》 

  市内商店街にある空き店舗を活用した新規創業者の出店等を支援する。また、潜在的

な創業希望者の発掘や、新規創業者への事業展開の支援を行うことにより、地域の活性

化を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■空き店舗を活用した新規事業者 

（Ｈ２６）０店舗 ⇒ （Ｈ３１）３店舗 

具体的な事業 

空き店舗を活用した事業の推進と起業者への支援 

産官学連携等による新たな事業、起業活動の支援 

ワンストップ相談窓口の開設や創業セミナーによる創業支援 
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① 新規就農・担い手の確保と育成《産業経済部（農政課）》 

  農業従事者の高齢化が加速する中、持続可能な力強い農業を実現するため、新規就農

者への支援、女性農業者・エコファーマーなどの新たな形の農業者への支援を推進する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■青年就農給付金新規受給者数 

５年間で ５人 

具体的な事業 

青年就農給付金制度の拡充 

女性農業者、エコファーマーなどの育成と支援 

新規就農者支援事業 

 

② 農業基盤の整備《産業経済部（農村整備課）》 

  遊休農地対策の促進、農地の流動化、農作業の受委託等による土地利用型農業の促進

を図るとともに、農業の有する多面的機能の発揮のため、地域資源の保全管理を支援す

る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■整備面積 

（Ｈ２６）２,５３０ｈａ ⇒ （Ｈ３１）２,７０７ｈａ 

具体的な事業 

県営畑地帯総合整備事業の促進 

県営圃場整備事業の促進 

広域営農団地農道整備事業の促進 

多面的機能支払交付金事業 

 

③ 農業経営の安定化《産業経済部（農政課）》 

  関係団体・関係機関等と連携し、地域の営農体制の充実・強化を支援する。また、本

市の農産物を活用した６次産業化や農商工連携などの取り組みを支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■耕作放棄地面積 

（Ｈ２６）１３６ｈａ ⇒ （Ｈ３１）１１０ｈａ 

■農業経営法人 

（Ｈ２６）２３法人 ⇒ （Ｈ３１）２８法人 

具体的な事業 

農業経営体制の充実・強化支援 

農地中間管理機構集積事業による耕作放棄地の解消 

農家の経営安定化事業 

生鮮野菜や猿島茶などの坂東ブランド力の強化 

姉妹都市との農業協力連携の促進 

6 次産業化・農商工連携の推進 
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数 値 目 標 現状（基準値） 目標値（H31） 

本市への転入者数 
１,６０５人 

（過去５ヵ年平均） 
１,７００人 

観光入込客数 
６３７千人※ 

（過去 5 ヵ年度平均） 
８００千人 

※茨城県観光客数動態調査より 

 

●本市の有する豊かな自然や歴史と、茨城県自然博物館をはじめ、ベルフォーレ、ミュー

ズ、観光交流センター等の文化体験施設を活用しながら、新たな観光産業に取り組み、

観光集客の拡大を図る。また、スポーツやイベント等による交流人口の拡大によって、

地域経済の活性化を図る。 

●本市で生み出す雇用を、潜在的希望者による本市への移住等に結びつけるべく、移住・

定住の促進、地元就労への支援など、新しい「ひと」の流れづくりに取り組む。 

 

 

 

① 観光産業の活性化 

《企画部（企画課）・産業経済部（商工観光課・農政課）・都市建設部（都市整備課）》 

  本市に立地している茨城県自然博物館への来客を中心市街地へ周遊させるため、旧酒

蔵を活用した中心市街地集客の核となる観光交流センターを整備する。また、圏央道の

整備効果を生かした「道の駅」を整備するなど、新たな観光産業の展開を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■地域資源を活用した新商品の開発 

（Ｈ２６）０品 ⇒ （Ｈ３１）１０品 

■公衆無線ＬＡＮが整備された観光施設数 

（Ｈ２６）０施設 ⇒ （Ｈ３１）２施設 

具体的な事業 

観光キャンペーン、野菜即売会など、観光・物産ＰＲ活動の展開 

グリーンツーリズムの推進と体験型農家民宿などの開業支援 

観光交流センター「秀緑」の整備促進と市内観光周遊コースの確立 

ボランティア観光ガイドの育成と支援 

圏央道の整備効果を生かした道の駅の整備 

官学連携による地域資源を活用した新商品の開発と販路開拓 

観光拠点の公衆無線 LAN 整備の推進 

エンタテインメントを活用した地域活性化事業 

菅生沼の自然観察拠点施設整備事業 

広域連携による菅生沼の観光資産としてのブラッシュアップ 
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② 新たな交流・集客の推進 

《産業経済部（商工観光課・農政課）・教育委員会（生涯学習課）》 

  茨城国体、東京オリンピックを契機としたスポーツ振興による交流人口の拡大、集客

力のあるイベント等の開催、ねぎサミットなどの産地連携や、自然、歴史、文化、特産

物等を活用した都市間交流の拡大を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■休日１日あたりの平均滞在人口※ 

（Ｈ２６）８９,３００人 ⇒ （Ｈ３１）９２,０００人 

具体的な事業 

茨城国体開催の効果を生かし、全国大会レベルのスポーツ大会誘致

による交流人口の拡大 

東京オリンピック・パラリンピックに向けた外国選手団の事前合宿

誘致の推進 

東京オリンピック・パラリンピックを契機としたスポーツ交流施設

整備事業 

将門まつりやばんどうホコテンなどの既存イベントでの都市間交

流の推進 

ねぎサミットなどの産地連携による都市間交流の推進 

新たなイベント開催による集客の拡大 

※滞在人口とは特定の地域に対し、2 時間以上滞留した人の集積値のこと。（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）

より。） 

 

③ 中心市街地の活性化《産業経済部（商工観光課）》 

  ばんどうホコテン（歩行者天国）やイルミネーション事業などのイベントを積極的に

展開し、商店街の集客力強化に努め、魅力ある中心市街地の形成を促進する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■中心市街地イベント集客数（年間） 

（Ｈ２６）１６４,０００人 ⇒ （Ｈ３１）２００,０００人 

具体的な事業 

まちなかイルミネーション事業 

ばんどうホコテン（歩行者天国）の充実 

魅力ある商店街づくり支援事業 

中心市街地活性化計画の策定 

まちなか交流センター整備事業 
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① 移住・定住の促進《企画部（企画課）・都市建設部（都市整備課）》 

  良好な住環境の整備を進めるとともに、本市の魅力発信の強化と移住・定住のための

支援体制の充実を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■新築住宅着工数 

（Ｈ２２～Ｈ２６年度平均）２２９棟※ 

⇒ （Ｈ２７～Ｈ３１年度平均）２３０棟（現状規模程度を維持） 

■定住意向（市民アンケート）「住み続けたい」の回答率 

（Ｈ２６）７８.９% ⇒ （Ｈ３１）８０％ 

具体的な事業 

土地区画整理事業による良好な住環境の整備 

シティプロモーションによる移住に向けた魅力の発信 

移住・定住のための支援体制の整備 

補助制度の創設による移住者・定住者への支援 

空き家等を活用した移住・定住の促進 

※茨城県住宅着工データより 
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数 値 目 標 現状（基準値） 目標値（H31） 

合計特殊出生率（ベイズ推定値） 
1.49 

（Ｈ20～Ｈ24） 
1.60 に近づける 

市民意識調査で２人目の壁は存在すると思う 

と回答した割合 

・子どもの人数１人 

77.7％ 

・子どもの人数２人以上 

70.8％ 

・子どもの人数１人 

70％ 

・子どもの人数２人以上 

60％ 

※合計特殊出生率：ある年次の 15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性

が生涯に産む子どもの数とみなしたもの。 

●結婚希望者が希望にかなった結婚ができる支援体制を整備し、安心して出産ができ、地

域や社会で子育てができる環境づくりを進める。 

●幼児教育から小学校と中学校において、心豊かで健やかに成長できる教育環境を整え、

統一的で一貫性のあるカリキュラムのもと、それぞれが連携して教育環境の充実を図る。

また、地元の高等学校との連携、協働を図り、学力及び能力の向上に努める。 

●男女がともに助け合い、お互いの能力や個性を認め合うことで、仕事と生活の調和のと

れた社会環境を構築する。併せて、女性の社会進出を支援する。 

 

 

 

① 出会いの場の創出《秘書広聴課・教育委員会（生涯学習課）》 

  坂東市結婚相談事業の推進と魅力ある婚活イベント等の実施により、未婚の男女の出

会いの機会を提供する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■婚活イベント事業によるカップル数 

（Ｈ２６）３６組 ⇒ （Ｈ３１）４０組 

■結婚相談件数 

（Ｈ２６）２７７件 ⇒ （Ｈ３１）３００件 

具体的な事業 

坂東市結婚相談事業 

他自治体と連携した婚活イベント事業 

婚活サークルへの支援 

ＩＣＴを活用した結婚相談情報の提供 
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② 安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり 

《保健福祉部（社会福祉課・子育て支援課・健康づくり推進課）》 

  子育てへの不安をなくし、子どもをほしいと思う誰もが、安心して子どもを生み育て

ることができるよう、妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援体制を整備する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■市内年間出生者数 

（Ｈ２６）３８１人 ⇒ （Ｈ３１）４００人 

具体的な事業 

産婦人科・産科医師の養成及び開業支援事業 

こども発達センター運営事業 

認定こども園の運営と支援 

地域子育て支援センター事業 

子育てサポーター事業 

子育て支援コンシェルジュ事業 

ＩＣＴを活用した子育て情報の効果的な発信 

赤ちゃんいっぱいプロジェクト事業 

保育提供体制の整備と支援 

乳児家庭全戸訪問事業 

 

③ 妊娠・出産・子育てにかかる経済的支援 

《保健福祉部（子育て支援課・健康づくり推進課）・市民生活部（保険年金課）》 

  不妊治療費の助成や子どもの医療費助成を行うとともに、多子世帯への経済的負担を

軽減するための支援を強化する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■さわやか子育て出産奨励金受給件数 

（Ｈ２６）６９件 ⇒ （Ｈ３１）７５件 

具体的な事業 

不妊治療費助成事業 

さわやか子育て出産奨励金事業 

妊産婦・乳幼児の医療費助成事業 

赤ちゃんいっぱいプロジェクト事業 
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① 幼児教育の推進《保健福祉部（子育て支援課）・教育委員会（学校教育課）》 

  全ての子どもが恵まれた教育環境のもとで、心身の健やかな成長ができるよう保育環

境・幼児教育環境の充実を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■認定こども園設置数 

（Ｈ２６）４箇所 ⇒ （Ｈ３１）６箇所 

具体的な事業 

認定こども園運営による０歳～就学前までの一貫した教育・保育の

展開 

特色ある保育の支援 

認定こども園・幼稚園通園バス運行事業 

家庭児童相談の充実 

幼稚園就園奨励費補助事業 

 

② 学校教育の充実《保健福祉部（子育て支援課）・教育委員会（学校教育課・指導課）》 

  特色ある学校づくりを進めるとともに、確かな学力を身に付けさせる指導の充実と、

自ら学び自ら考える「生きる力」を育む教育を推進する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■タブレットを活用した授業の導入学校数 

（Ｈ２６）０校 ⇒ （Ｈ３１）全校 

具体的な事業 

家庭児童相談・教育相談体制の充実 

グローバル人材の育成支援（小中学校の英語宿泊研修事業） 

官民連携による学力向上プロジェクト 

ＩＣＴを活用した教育の推進 

教育課程特例校制度（英語特区）による英語教育の推進 

就学援助事業 

学校安全巡回事業 
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① ひとり親家庭への支援《保健福祉部（子育て支援課）》 

  ひとり親家庭の生活の向上と自立を促進するため、経済的支援や医療費の一部助成な

ど経済的負担の軽減を図るとともに、自立に向けて支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■自立のための就労支援数 

（Ｈ２６）２件 ⇒ （Ｈ３１）４件 

具体的な事業 

高等技能訓練促進事業による自立のための就労支援 

ひとり親家庭医療福祉費支給制度事業 

ひとり親家庭等児童学資金による経済的支援の推進 

各種手当等による経済的支援の推進 

日常生活支援事業 

母子・父子自立支援員との連携 

 

② 仕事と子育ての両立の支援《保健福祉部（子育て支援課・健康づくり推進課）》 

  育児・介護休業法の周知や、両親学級などを通じた子育てに関する理解促進を図ると

ともに、企業・事業者等の仕事と子育ての両立に関する取り組みを支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■放課後児童クラブ設置か所数 

（Ｈ２６）１７か所 ⇒ （Ｈ３１）２２か所 

具体的な事業 

ファミリーサポートセンターの設立 

マタニティクラス・ファミリークラスの推進 

子育て世帯に配慮した職場づくりに取り組む企業・事業者への支援 

復職しやすい保育環境づくりの推進 

放課後児童クラブの充実 

延長保育・一時預かり事業の推進 

テレワーク推進事業 
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数 値 目 標 現状（基準値） 目標値（H31） 

坂東市に住み続けたいと思う人の割合 78.9％ 80％ 

人口減少や高齢化に対する不安を 

感じる人の割合 
87.8％ 80％ 

 

●圏央道の開通により本市の自動車交通の利便性は向上することが予想される。この効果

を生かし、交通や観光の観点から新たな活性化施策に取り組む。一方で、鉄道駅のない

本市として、公共交通網の再構築をはじめとする周辺等の交通ネットワーク形成を図る。 

●元気な高齢者が社会参加できる環境づくりや、生きがいづくりを推進するとともに、東

京圏からの高齢者移住施策にも取り組み、本市における生涯現役で健康長寿社会を構築

する。 

●地域の歴史、文化を継承し、心の豊かさを育む地域活動を支援するとともに、子どもた

ちが、ふるさと坂東への愛着を深め、健やかに成長するための取り組みを支援する。 

●市民が地域のなかで安心して暮らすことができるよう、災害に強いまちづくりを推進す

るとともに、市民の防災意識が高揚し、あらゆる災害が発生しても、自助、共助、公助

により早期の復旧、復興が図れる体制づくりを目指す。また、全ての市民への情報伝達

体制を構築する。 

 

 

 

① 地域公共交通の充実《企画部（企画課）》 

  高齢者や障がい者など、自由に利用できる移動手段を持たない市民の日常の「足」を

確保するとともに、地域と地域の交通ネットワークの形成、また、周辺市町、周辺鉄道

駅を結ぶ公共交通の強化など、時代に合った公共交通体系の構築を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■コミュニティバス利用者数 

（Ｈ２６）２１,０６１人 ⇒  （Ｈ３１）３０,０００人 

■デマンドタクシー利用者数 

（Ｈ２６）７,４５６人 ⇒  （Ｈ３１）２０,０００人 

具体的な事業 

民間路線バス等への補助による地域公共交通の確保 

コミュニティバスとデマンドタクシーの運行による市内公共交通の

利便性の向上 

周辺駅との交通ネットワークの強化のための実証運行 

地域公共交通の再編 
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② 圏央道開通の効果を生かした地域間連携による地域の活性化 

《企画部（企画課）・都市建設部（都市整備課）・産業経済部（農政課・商工観光課）》 

  圏央道インターチェンジの整備効果を十分に生かし、観光交流と地域活性化を図るた

めの拠点づくりを推進する。また、圏央道によりつながる沿線自治体との連携による広

域的な地域活性化を促進させる。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■休日１日あたりの平均滞在人口 

（Ｈ２６）８９,３００人 ⇒ （Ｈ３１）９２,０００人 

具体的な事業 

圏央道の整備効果を生かした道の駅の整備 

道の駅における地域活性化の拠点としての機能整備 

圏央道沿線地域の連携強化による地域の活性化 
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① 高齢者の社会参加の促進 

《企画部（市民協働課）・市民生活部（保険年金課）・保健福祉部（介護福祉課）》 

  高齢者が住み慣れた地域で、いきいきと暮らすことができ、地域活動や社会参加でき

る環境づくりに取り組む。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■坂東いきいき大学学生数 

（Ｈ２６）９７０人 ⇒ （Ｈ３１）２,０００人 

具体的な事業 

坂東いきいき大学事業による高齢者の健康づくりと外出喚起 

シルバー人材センターの一層の充実を支援 

シニアクラブ活動支援 

いきいき１００歳プロジェクト事業の推進 

坂東版ＣＣＲＣ※構想の検討 

※ＣＣＲＣ（Continuing Care Retirement Community）：高齢者が移り住み、健康状態に応じた継続的な

ケア環境の下で、自立した社会生活を送ることができるような地域共同体。 

② 健康づくりの推進《市民生活部（保険年金課）・保健福祉部（健康づくり推進課）・ 

教育委員会（生涯学習課）》 

  日常生活の中で、気軽で簡単に取り組むことができる身体活動や運動の普及や、スポ

ーツ活動の推進など、健康寿命の延伸のための市民活動を支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■市民健康体操普及委員の拡充 

（Ｈ２６）５５人 ⇒  （Ｈ３１）７０人 

■市民健康体操金賞受賞者数 

（Ｈ２６）0 人 ⇒ （Ｈ３１）１０人 

具体的な事業 

市民健康体操（坂東体操）の普及・啓発の推進 

ライフステージに応じたスポーツの振興 

ばんどうホットライン２４事業 

いきいき１００歳プロジェクト事業の推進 

③ 高齢者福祉の充実《保健福祉部（介護福祉課）》 

  高齢者が住み慣れた地域で、生涯にわたり安心して暮らし続けることができるよう、

福祉のまちづくりを推進する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■地域包括支援センターの設置数 

（Ｈ２６）２か所 ⇒ （Ｈ３１）３か所 

具体的な事業 

介護保険利用者負担助成事業 

地域包括支援センターの充実・強化 

地域の見守り体制の充実 

緊急通報システム設置事業 
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① 市民との協働による魅力あるまちづくりの推進《企画部（市民協働課）》 

  地域に住む人たちが、自らの力で地域の課題を解決し、より良いものにしていこうと

いう活動を促進するとともに、市民と行政のパートナーシップによる魅力あるまちづく

りを推進します。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■地域リーダーの育成人数 

（Ｈ２６）０人 ⇒ （Ｈ３１）５０人 

具体的な事業 

「バンドウミライ楽考」事業による地域リーダーの育成 

市民討議会による行政への市民参画 

坂東市市民協働まちづくり推進事業 

 

② 地域の伝統・文化の継承とコミュニティ活動の推進 

《総務部（総務課）・教育委員会（生涯学習課・猿島資料館）》 

  地域の伝統・文化、郷土芸能を次世代に継承するとともに、文化的資源を活用した地

域づくりとコミュニティ活性化への取り組みを支援する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■企画展開催数 

（Ｈ２６）６回  ⇒  継続して実施 

具体的な事業 

郷土の民俗、伝統文化を継承する活動を支援 

地域公民館整備事業 

地域の世代間交流活動の支援 

郷土企画展の開催 

 

③ 豊かな心を育む坂東っ子育成支援《企画部（企画課）・教育委員会（生涯学習課）》 

  家庭・地域・学校が一体となり、子どもがのびのびと遊び、地域で学べる環境づくり

や体験活動の推進などを通じて、子どもたちが、ふるさとに愛着を持ち、健やかに成長

できる環境づくりを推進する。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■放課後子ども教室開校数 

（Ｈ２６）５校 ⇒ （Ｈ３１）１３校 

具体的な事業 

坂東宿題塾事業 

放課後子ども教室の推進 

わんぱく探検隊事業 

特色ある教育推進事業 

郷土教育・心の教育推進事業 

サイエンスフェスティバルの開催 

菅生沼の自然観察拠点施設整備事業 
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① 防災基盤の強化《総務部（交通防災課）・上下水道部》 

  大規模災害時に市民の安全を守るため、効率よく迅速な対応ができるよう、地域の防

災基盤を整備・強化するとともに、市民、企業、関係団体、近隣市町村との連携を強化

し、防災対策の積極的な推進を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

■災害協定締結数 

（Ｈ２６）４１協定 ⇒ （Ｈ３１）５６協定 

■防災拠点の公衆無線ＬＡＮ整備数 

（Ｈ２６）0 施設 ⇒（Ｈ３１）３施設 

具体的な事業 

茨城県防災情報ネットワークシステム整備事業 

市民への的確な情報提供による安全の確保のため防災ラジオの導入 

防災備蓄品の充実 

自治体、企業等との災害協定締結による緊急時における救援救護体

制の強化 

水道施設の耐震化 

まちなか防災拠点整備事業 

防災拠点への公衆無線ＬＡＮ整備の推進 

 

② 地域防災力の強化《総務部（交通防災課）》 

  地域防災の中心的な役割を果たす坂東市消防団の充実を図るとともに、防災意識の啓

発や地域防災力の向上を図る。 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 
■地域防災訓練参加者数：５年間で５,０００人 

具体的な事業 

消防団無線機整備事業 

地域防災訓練の実施 

地域防災施設の整備 
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結びに 

 

2014 年（平成 26 年）に策定された国のまち・ひと・しごと創生総合戦略では、次のよ

うに宣言している。 

『日本は、世界に先駆けて「人口減少・超高齢社会」を迎えている。人口減少を克服し

地方創生を成し遂げて、最初にこの問題に対する解答を見出していく。これは、「課題先進

国」である我が国が世界に対して果たすべき責任である。』 

『人口減少・超高齢化というピンチをチャンスに変える。今後、国と地方が、国民とと

もに基本認識を共有しながら、総力を挙げて取り組んでいくならば、活力ある日本社会に

向けて、必ずや未来が開けていくと確信する。』 

すでに国では、2015 年（平成 27 年）12 月に総合戦略改訂版を閣議決定し、PDCA サイク

ルに基づく見直しのもと、総合戦略２年目に入っている。 

 

坂東市においても、こうした国等の動向を把握しながら、坂東市まち・ひと・しごと創

生総合戦略を策定した。坂東市は、平成 27 年度に合併 10 年という節目を迎え、時代の変

化とともに新たな局面を迎えようとしている。 

平成 28 年度に予定されている圏央道境古河～つくば中央間の開通は、本市への新たな人

の流れに加え、物流ネットワークの向上、坂東インター工業団地への企業誘致の促進など

大きな機会となることが見込まれている。また、市内中心市街地に整備される観光交流セ

ンター「秀緑」のグランドオープンは集客の核となり、これらは、新たな人の流れと雇用

の創出を後押しするものとなる。こうした機会は、坂東市の新たな骨格の形成と地域活性

化への起爆剤となることが期待されている。 

しかし、人口減少と少子高齢化が進み、人々のライフスタイルも多様化するなか、この

局面を坂東市における大きなチャンスとするためには、行政はもとより、市民をはじめ、

地元産業界・教育界・金融機関・各種団体など、様々な人々が、坂東市のまちづくりに参

画し、協働して魅力あるまちづくりに取り組んでいかなければならない。 

 

坂東市に住む誰もが充実した生涯を送ることができる地域社会、子どもたちや若い世代

の人たちが、安全安心に暮らせるまちづくりを推進するためには、ともに考え、ともに行

動し、協働して取り組んでいく必要がある。 

今後、市民とともに、この戦略の方向性を共有することによって、人口減少を克服し、

地方創生を成し遂げることを目指していく。 
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用語集 

 

行 用語 説明 

あ インターンシップ 学生が一定期間企業や自治体・団体などで、自分

の専攻分野や将来の職業選択に生かすために就

業体験をすること 

エコファーマー 「土づくり」・「化学肥料低減」・「化学農薬低減」

の 3つの技術を一体的に取り組む、認定を受けた

農業者の愛称 

か 教育課程特例校制度 文部科学大臣の認定を受け，学校や地域の特色を

生かした特別の教育課程を編成して教育を実施

することができる制度 

沓掛工業団地 圏央道坂東 IC から北東約 2km に位置し、主要地

方道土浦・境線に隣接する工業団地 

グリーンツーリズム 農山漁村地域において、農林漁業体験やその地域

の自然や文化に触れ、地元の人々との交流を楽し

む滞在型の余暇活動 

公衆無線 LAN スマートフォンなどモバイル機器の所有者が、主

に外出先や旅行先で、無線 LAN を利用してインタ

ーネットに接続できるサービス 

子育て支援コンシェルジュ 保護者からの相談を受け、悩みの解決やそれぞれ

のニーズに合った保育園等施設の利用や子育て

支援サービスについてわかりやすく情報を提供

する専門の相談員 

こども発達センター 成長や発達に心配のある子どもの療育と保護者

の発達相談を行う施設 

コミュニティバス 坂東市コミュニティバス「坂東号（ばんどうご

う）」は、市内の各地域を結び、公共施設や医療

機関・福祉施設・商業施設などを循環するバス 

さ サテライトオフィス 企業または団体から離れた場所に設置された、企

業または団体の一機能を受け持つ事務所 

シティプロモーション 観光客誘致や定住人口の増加、企業誘致などを目

的として、地域のイメージを高め、地域内外に効

果的に発信し知名度を向上させること 
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行 用語 説明 

さ シニアクラブ 高齢者が地域で自主的に組織した、会員数おおむ

ね 30人以上の団体 

※坂東市シニアクラブの状況（平成 26年現在） 

シニアクラブ数：84 団体 会員数：3,660 人 

シルバー人材センター 高齢者が働くことを通じて生きがいを得るとと

もに、地域社会の活性化に貢献する組織 

※坂東市シルバー人材センターでは、主に、屋内

外作業（除草、剪定、清掃、農作業等）や、障子・

襖張りの業務を行っている 

た 地域子育て支援センター 子どもや子育てに関する相談、育児支援情報提

供、保護者の仲間づくり支援、親子の交流の場の

提供、一時保育事業などを行う機関 

地域包括支援センター 地域住民が、住み慣れた自宅や地域で生活が送れ

るように、保健・医療・介護など、一体的に支援

事業等を実施する機関 

つくばハイテクパークいわい 圏央道坂東 IC から南約 4 ㎞に位置し、国道 354

号バイパスに接している工業専用地域 

テレワーク 情報通信機器などを活用し、時間や場所にとらわ

れない柔軟な働き方のこと 

デマンドタクシー 坂東市デマンドタクシー「らくらく」は、利用者

の予約により運行し、自宅から目的地まで移送す

る乗合タクシー 

な 認定こども園 就学前の子どもに幼児教育と保育を提供し、地域

における子育て支援を行う施設 

ねぎサミット 全国のねぎ産地が一堂に会し、各産地の PR を通

してねぎの消費拡大を図ることを目的として、

2010 年に埼玉県深谷市で初めて開催されたイベ

ントで、2013 年には坂東市で開催 

は 坂東インター工業団地 圏央道坂東 IC から北西約 3km に位置し、主要地

方道土浦・境線に隣接する新たな工業団地 

ファミリーサポートセンター 子どもの預かりなど、子育ての援助を行いたい人

と援助を受けたい人が、それぞれに会員登録して

共に支え合う活動に関する連絡・調整を行う機関 

わ ワークライフバランス 働きながら私生活も充実させられるよう、「仕事

と生活の調和」を実現させること 
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行 用語 説明 

Ｉ ICT Information and Communication Technology の略

で、コンピューターや情報通信ネットワークなど

の情報通信技術のこと 

 6次産業化 農林水産物の生産（1 次）だけでなく、食品加工

（2次）、流通・販売（3次）にも業務を展開し、

新たな業態の創出を行う取組 
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